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6月宮城県議会報告

くらし支える
県政めざし

くらし支える

県
民
の
願
い一
歩
ず
つ
前
に

県政めざし
　　

宮
城
県
の
合
計
特
殊
出
生
率

は
、
東
京
都
に
次
い
で
全
国
下

か
ら
２
番
目
。
党
県
議
団
は
９

年
連
続
で
出
生
率
１
位
の
兵
庫

県
明
石
市
の「
５
つ
の
無
料
化
」

（
18
歳
ま
で
医
療
費
無
料
や
２

人
目
以
降
の
保
育
料
無
料
な
ど
）

に
学
び
実
践
す
る
こ
と
を
訴
え

ま
し
た
。

　　

知
事
の
目
玉
公
約
の
「
次
世

代
育
成
・
応
援
基
金
」
は
20
億

円
か
ら
毎
年
２
億
円
程
度
を
崩

し
使
う
と
い
う
も
の
で
ス
ケ
ー

ル
が
小
さ
す
ぎ
ま
す
。
国
保
の

子
ど
も
均
等
割
の
軽
減
、
少
人

数
学
級
へ
の
支
援
、
母
子
・
父

子
家
庭
医
療
費
助
成
の
現
物
給

付
、
第
１
子
か
ら
の
小
・
中
学

校
入
学
準
備
金
補
助
、
給
食
費

無
償
化
の
市
町
村
負
担
の
１
／

２
を
補
助
す
る
こ
と
な
ど
を
強

く
求
め
ま
し
た
。

　　

宮
城
県
の
販
売
農
家
数
は
10

年
間
で
42
％
も
減
少
し
、
基
幹

的
農
業
従
事
者
も
65
歳
以
上
が

72
％
で
高
齢
化
が
深
刻
で
す
。

大
小
多
様
な
家
族
経
営
が
成
り

立
ち
、
農
山
村
に
若
者
が
安
心

し
て
暮
ら
せ
る
よ
う
に
、
農
業

予
算
の
確
保
や
価
格
保
障
・
所

得
保
障
の
充
実
、自
給
率
向
上
、

水
田
活
用
交
付
金
の
大
幅
カ
ッ

ト
の
中
止
を
国
に
申
し
入
れ
る

こ
と
を
求
め
ま
し
た
。
ま
た
宮

全
国
２
番
目
に
低
い

　
　
出
生
率
を
う
け
て

　
６
月
定
例
県
議
会
は
、新
型
コ
ロ
ナ
や
物
価
高
な
ど
か

ら
県
民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
を
守
り
、安
心
し
て
生
活
で

き
る
宮
城
県
を
ど
う
つ
く
る
か
が
焦
点
と
な
り
ま
し
た
。

県
民
の
切
実
な
願
い
を
県
政
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
党

県
議
団
は
多
角
的
に
論
戦
し
ま
し
た
。

城
の
食
材
を
活
用
し
た
学
校
給

食
の
無
償
化
や
農
業
資
材
高
騰

対
策
へ
の
県
独
自
支
援
を
強
く

求
め
ま
し
た
。

　　

今
年
３
月
の
地
震
で
は
県
内

約
３
万
世
帯
の
住
宅
被
害
の
９

割
が
損
害
割
合
10
％
未
満
の
一

部
損
壊
判
定
で
す
。
福
島
県
で

は
、
20
万
円
以
上
の
修
理
費
が

か
か
っ
た
世
帯
に
市
町
村
１
万

円
、
県
９
万
円
負
担
し
て
10
万

円
支
給
す
る
制
度
を
実
施
し
て

い
ま
す
。
宮
城
県
に
も
一
部
損

壊
世
帯
へ
の
支
援
制
度
を
求
め

ま
し
た
が
、「
国
が
行
う
べ
き
」

と
冷
た
い
態
度
で
し
た
。
引
き

続
き
求
め
て
い
き
ま
す
。

　

今
年
の
４
月
か
ら
水
道
民
営

化
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。
契

約
通
り
で
な
い
運
営
会
社
の
対

応
や
、
下
水
道
放
流
水
が
県
基

準
を
超
え
た
日
が
あ
っ
た
こ
と

な
ど
が
報
告
さ
れ
て
い
ま
す
。

料
金
改
定
の
議
決
が
来
年
９
月

議
会
で
求
め
ら
れ
、
２
０
２
４

年
４
月
か
ら
新
し
い
料
金
に
な

る
こ
と
も
明
ら
か
に
な
り
ま
し

た
。

　　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金

は
、「
原
油
価
格
・
物
価
高
騰

対
応
分
」
の
交
付
額
約
65
・
7

億
円
に
対
し
、
補
正
予
算
で
の

予
算
化
が
約
54
億
で
残
額
11
億

7
千
万
円
、
こ
れ
ま
で
の
繰
り

越
し
分
（
令
和
3
年
度
補
正
残

額
）
も
20
億
6
千
万
円
あ
り
ま

す
。
党
県
議
団
は
消
費
税
の
減

税
を
国
に
求
め
る
と
と
も
に
、

併
せ
て
32
億
3
千
万
円
余
り
の

臨
時
交
付
金
を
県
民
本
位
に
活

用
す
る
こ
と
を
強
く
求
め
ま
し

た
。

学
校
給
食
の
無
償
化
な
ど

　
　
　
　
子
育
て
支
援
を

農
政
転
換
と
農
業
予
算
の

　
　
　
　
拡
充
を
求
め
て

一
部
損
壊
世
帯
へ

福
島
県
の
よ
う
に
支
援
を

水
道
民
営
化
の
問
題
、

料
金
改
定
が
来
年
に
迫
る

国
の
臨
時
交
付
金
は

　
県
民
の
た
め
に
活
用
を
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コ
ロ
ナ
と
大
規
模
災
害
を
理
由
と
し
た

　「緊
急
事
態
条
項
」の
改
憲
は
認
め
ら
れ
な
い

地
方
自
治
体
が
も
つ

　
　
　県
民
の
個
人
情
報
が
危
な
い
！

コ
ロ
ナ
と
大
規
模
災
害
を
理
由
と
し
た

　「緊
急
事
態
条
項
」の
改
憲
は
認
め
ら
れ
な
い

地
方
自
治
体
が
も
つ

　
　
　県
民
の
個
人
情
報
が
危
な
い
！

太
陽
光
発
電
施
設
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例

森
林
乱
開
発
の
規
制
を
求
め
て

　
　
　党
県
議
団
は
条
例
に
反
対

森
林
乱
開
発
の
規
制
を
求
め
て

　
　
　党
県
議
団
は
条
例
に
反
対

こんなことになっていたのか
県政・県議会県政・県議会

　

７
月
５
日
に
閉
会
し
た
県
議
会
で
日
本
共
産

党
宮
城
県
会
議
員
団
は
、
提
案
さ
れ
た
議
案
25

件
中
24
件
に
賛
成
し
、
１
件
（
太
陽
光
発
電
条

例
）
に
反
対
し
ま
し
た
。

　

今
議
会
で
党
県
議
団
は
、「
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
の
実
施
中
止
を
求
め
る
意
見
書
」「
不
漁
に

直
面
す
る
漁
業
・
水
産
業
の
危
機
を
打
開
す
る

た
め
の
支
援
を
求
め
る
意
見
書
」「
学
校
給
食

の
無
償
化
を
求
め
る
意
見
書
」
を
政
調
会
長
会

議
に
提
案
し
ま
し
た
。
そ
の
う
ち
漁
業
・
水
産

業
支
援
の
意
見
書
は
、
各
会
派
と
調
整
・
合
意

し
、『
水
産
業
の
危
機
を
打
開
す
る
た
め
の
支

援
を
求
め
る
意
見
書
』
と
し
て
全
会
一
致
で
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

　

学
校
給
食
無
償
化
の
意
見
書
は
、
全
国
の
自

治
体
で
同
様
の
意
見
書
が
国
に
出
さ
れ
て
い
る

な
か
、
自
民
党
や
公
明
党
が
『
国
の
補
正
で
対

応
で
き
る
』『
時
期
尚
早
』
な
ど
と
述
べ
、
反

対
し
全
会
一
致
に
な
ら
な
か
っ
た
の
で
、
本
議

会
に
上
程
し
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

な
お
、『
緊
急
事
態
に
関
す
る
国
会
審
議
を

求
め
る
意
見
書
』
に
は
、
反
対
し
、
本
会
議
で

討
論
し
ま
し
た
。

　
　
第
３
８
４
回　
宮
城
県
議
会
に
つ
い
て

再
エ
ネ
を
口
実
に
し
た

森
林
乱
開
発
の
規
制
を

　

６
月
議
会
に
は
、「
太
陽

光
発
電
施
設
の
設
置
等
に
関

す
る
条
例
」
案
が
提
案
さ
れ

ま
し
た
。
党
県
議
団
は
、
気

候
変
動
危
機
打
開
へ
、
省
エ

ネ
・
再
エ
ネ
を
推
進
す
る
こ

と
が
重
要
で
あ
り
、
太
陽
光

や
風
力
は
地
域
共
生
型
で
森

林
乱
開
発
を
ま
ね
か
な
い
よ

う
に
条
例
で
き
ち
ん
と
規
制

す
る
必
要
を
繰
り
返
し
訴
え

て
き
ま
し
た
。

投
機
目
的
の
ソ
ー
ラ
・

風
力
が
急
増
す
る
宮
城

　

国
が
認
可
し
た
出
力
３
万

キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
上
の
超
大
型

の
太
陽
光
発
電
事
業
は
、
全

国
に
１
６
４
あ
り
ま
す
が
、

そ
の
う
ち
宮
城
県
は
最
多
の

21
件
が
集
中
し
て
い
ま
す
。

こ
の
２
、
３
年
で
風
力
発
電

の
進
出
計
画
も
広
が
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
ら
は
大
規
模
な

森
林
伐
採
を
伴
い
、
土
砂
災

害
な
ど
の
危
険
を
増
大
さ
せ
、

森
林
の
持
つ
多
面
的
公
益
機

能
を
破
壊
し
て
い
ま
す
。

山
梨
は

県
土
の
78
％
で
規
制
、

宮
城
は
た
っ
た
１
％

　

山
梨
県
の
条
例
で
は
、
太

陽
光
発
電
を
新
設
・
増
設
で

き
な
い
「
設
置
規
制
区
域
」

を
設
け
、
地
域
計
画
対
象
民

有
林
な
ど
森
林
の
全
区
域
、

県
土
の
78
％
に
規
制
を
か
け

た
の
に
対
し
、
宮
城
県
の
条

例
案
は
、森
林
の
ご
く
一
部
、

規
制
区
域
は
県
土
の
１
％
程

度
に
し
か
す
ぎ
ま
せ
ん
。
あ

ま
り
に
も
緩
す
ぎ
る
条
例
で

す
。既

設
施
設
へ
の

指
導
性
も
発
揮
で
き
ず

　

山
梨
県
の
場
合
は
、
既
設

施
設
に
対
し
て
も
維
持
管
理

計
画
書
や
定
期
点
検
報
告
書

の
提
出
を
義
務
づ
け
、
設
置

か
ら
維
持
管
理
、
廃
棄
ま
で

網
を
か
け
て
い
ま
す
。
宮
城

県
は
、
維
持
管
理
計
画
書
は

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
で
の

公
表
を
求
め
る
だ
け
で
、
抜

け
穴
だ
ら
け
で
す
。
こ
れ
で

は
ト
ラ
ブ
ル
が
起
き
て
も
厳

し
い
指
導
は
で
き
ま
せ
ん
。

今
後
の
改
善・改
正
を
求
め

　

党
県
議
団
は
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
は
地
域
主
導
・
自

立
分
散
型
に
す
べ
き
で
、
森

を
切
り
開
い
て
太
陽
光
発
電

を
作
る
行
為
は
、
後
世
に
取

り
返
し
の
つ
か
な
い
災
厄
を

も
た
ら
す
危
険
が
あ
る
と
考

え
て
い
ま
す
。
山
梨
県
は
全

会
一
致
で
条
例
を
つ
く
り
ま

し
た
。
宮
城
で
も
森
林
乱
開

発
を
憂
え
る
み
な
さ
ん
と
共

同
し
、
今
後
の
改
善
・
改
正

を
強
く
求
め
て
い
き
ま
す
。

　

議
会
最
終
日
の
７
月
５
日
、

自
民
党
が
提
案
し
た
「
緊
急

事
態
に
関
す
る
国
会
審
議
を

求
め
る
意
見
書
」
が
自
民
・

公
明
等
の
多
数
で
強
行
可
決

さ
れ
ま
し
た
。
日
本
共
産
党

と
県
民
の
声
、
社
民
フ
ォ
ー

ラ
ム
は
反
対
、
無
所
属
の
会

は
棄
権
し
ま
し
た
。

　

こ
の
意
見
書
は
、
新
型
コ

ロ
ナ
の
拡
大
に
よ
り
医
療
崩

壊
の
危
機
を
招
い
た
こ
と
や
、

大
規
模
災
害
を
理
由
に
、
緊

急
事
態
に
関
す
る
国
会
で
の

憲
法
議
論
を
求
め
る
も
の
で

す
。

　

こ
の
間
、
感
染
症
病
床
や

保
健
所
を
半
分
に
減
ら
す
な

ど
日
本
の
医
療
と
公
衆
衛
生

を
弱
体
化
さ
せ
て
き
た
歴
代

自
公
政
権
の
政
治
を
、
拡
充

に
転
換
す
る
こ
と
が
何
よ
り

も
重
要
で
す
。
ま
た
、
大
規

模
災
害
に
は
災
害
対
策
基
本

法
や
災
害
救
助
法
な
ど
現
行

の
法
制
度
を
最
大
限
活
用
す

る
こ
と
で
対
応
可
能
で
す
。

　

憲
法
に「
緊
急
事
態
条
項
」

を
設
け
る
改
憲
は
、
日
本
国

憲
法
の
立
憲
主
義
や
三
権
分

立
、
基
本
的
人
権
の
保
障
を

踏
み
に
じ
る
も
の
で
認
め
ら

れ
ま
せ
ん
。

　

昨
年
国
会
で
「
個
人
情
報

保
護
法
」
が
改
定
さ
れ
、
来

年
４
月
か
ら
新
た
に
地
方
自

治
体
に
も
こ
の
「
改
定
法
」

が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。
し
か
し
、
重
大
な

問
題
を
は
ら
ん
で
い
ま
す
。

　

例
え
ば
、
県
民
の
個
人
情

報
が
了
解
な
し
に
民
間
企
業

の
求
め
に
応
じ
て
「
匿
名
加

工
」
し
て
提
供
さ
れ
た
り
、

「
要
配
慮
個
人
情
報
」
の
扱
い

な
ど
県
が
独
自
に
定
め
て
い

た
条
文
が
消
え
る
な
ど
、
こ

れ
ま
で
の「
個
人
情
報
保
護
」

か
ら
地
方
自
治
体
が
も
つ
個

人
情
報
の
「
利
活
用
」
に
大

き
く
転
換
さ
れ
る
危
険
が
あ

り
ま
す
。

　

県
は
８
月
に
パ
ブ
コ
メ
を

募
集
す
る
と
し
て
い
ま
す

が
、
お
お
い
に
意
見
を
言
っ

て
い
く
こ
と
が
大
事
に
な
っ

て
い
ま
す
。
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